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世界の事業環境が大きく変化する中、
三井物産は何を「変えず」、何を「進化」させていくのでしょうか

　三井物産として普遍的なものは、「挑戦と創造」「自由闊達」という企業文

化・風土です。これは世界中のさまざまな社会課題に対して、現実解を提案し、

自ら実行する。その積み重ねにより、企業価値を高めていくという当社の基本

思想そのものです。私は、この考え方を寸分変えずに、続けていきたいと思っ

ています。

　当社は、多様な地域特性を理解しながら、幅広い領域で事業を展開してい

ます。そして、事業や地域の枠を超えて、知見や機能を組み合わせることで生

まれる現実解にこそ当社の強みがあり、お客さまにもご評価いただいていま

す。今後はその強みを、さらに進化させたいと考えています。

　その前提となるのが、社内の垣根の低さです。15ある事業本部の本部長が

社長とのラインで日常的に直接コミュニケーションをとり合い、アラインメント

をとりながら迅速に意思決定を行っています。加えて、重要なのは経営リー

ダーシップチームが管掌領域を管理するだけでなく、事業本部や地域の枠を

超えて案件形成や事業戦略の議論に関与し、全社横断的な役割を果たすこと

です。案件を起案した組織の視点だけではなく、三井物産全体としての最適

解を追求する観点から議論を行っています。また、経営陣が率直かつフランク

に意見を交わす企業文化も当社の特徴です。こうした垣根の低い経営体制が、

事業や地域を超えた連携を促し、総合力発揮を支えています。

　この組織や経営体制は、当社がお客さまから期待される「事業領域や業界

の枠にとらわれない提案」にお応えする中で、自然と育まれてきたものです。

常にお客さまの期待に応え、その先にある課題解決を追求してきた結果だと

考えています。今後はAIを掛け合わせてこの強みを最大限に発揮しながら企

業価値の向上と社会課題解決の好循環を確立し、ステークホルダーから信頼

され続ける存在を目指します。

中経2026を振り返り、どのような成果や手応えを感じていますか。
また、更なる成長に向けて、どのような点を意識していますか

　中期経営計画2026（以下、中経2026）では、成長投資と株主還元の両立を

高いレベルで実現し、次の成長に向けた基盤を構築できたことが大きな成果

だと考えています。成長投資は3年間累計で約2.4兆円と当初計画の約2倍の

水準まで拡大し、株主還元についても約1.6兆円、基礎営業キャッシュ・フロー

に対する還元割合は53％超と当初計画を大きく上回りました。

　特に、2030年以降に収益貢献が開始する長期かつ骨太な案件を金属資源・

エネルギー・化学品等のセグメントで投資実行できた点は、将来の安定的な

収益基盤を構築する上で極めて重要な成果だと考えています。同時に、中経

2026で実行した投資案件が中経2029期間中にさらに成果を実現する見込み

であり、加えて中経2029期間中に収益貢献を開始する即効性のある新たな成

長投資機会も数多く控えています。こうした案件を着実に実行しながら足元の

収益力を強化し、その成果を2030年以降の大型案件につなげることで、切れ

目のない成長軌道を描いていきたいと考えています。

　更なる成長に向けて、常に意識しているのは将来の成長機会を継続的に創

出することです。当社は現在6兆円超の投資案件のパイプラインを有していま

すが、不確実性の高い経営環境だからこそ、各案件の戦略的意義や競争優位

性を厳格に見極める必要があります。中経2029では、こうした考え方を徹底

し、当社ならではの価値を真に発揮できる案件を厳選することで、次の成長を

支える収益基盤を着実に構築していきます。

なぜ三井物産は、世界の有力企業やパートナーとの
長期的な関係性を築くことができ、
また、希少な投資機会を得ることができているのでしょうか

　当社が長期にわたって有力パートナーとの関係を築くことができている背景

には、足元の課題に真摯に向き合いながらも、常に長期目線で高い付加価値

を創出していくという一貫した姿勢があります。

　当社のパートナーシップはトップ同士と共に、現場の担当者同士まで含めた

「多層的エンゲージメント」が非常に重要であると考えています。経営レベル

だけでなく、現場レベルでの信頼関係が積み重なることで、長期的に整合性

のある事業運営が可能となり、その結果として良質な案件を共同で創り出す

機会につながっています。

　さらに、当社はパートナーにとっての「ミッシングピース」を提供できる企業

だと思っています。長年にわたる事業活動を通じて蓄積してきた産業知見や事

業推進力に加え、多様なプロフェッショナル人材、グローバルネットワーク等、

当社にはパートナーに提供できる多くの機能や強みが蓄積されています。それ

らを事業や地域の垣根を越えて最適に組み合わせることで、パートナーが直

面する課題の解決や事業機会の創出につなげ、共に価値を創造することがで

きます。こうして長期にわたり、世代を超えて築いてきたWin-Winの関係が、

当社の競争優位性の源泉だと考えています。

中経2029では三井物産ならではの「総合力」の進化形を
「非線形のCombinatory Value（コンビナートリー バリュー）」と

表現しました。今後どのように進化させていこうと考えていますか

　当社の総合力とは、事業領域や専門分野を超えたプロフェッショナル人材
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による協業から生まれる着想と、それをグローバルな現場で事業として実現す

る力によって支えられています。まさに、これが三井物産の強みであり、「非線

形のCombinatory Value＊」の源泉です。その具体例の一つが、エネルギー、

化学品、インフラといった異なる領域のプロフェッショナル人材が協業して実

現した、世界初のブルーアンモニア案件です。異なる専門性を持つ人材が領域

を超えて連携しながら価値を創出した象徴的な事例であり、Combinatory 

Valueを体現した取組みだと考えています。

　また、近年はAIの進化によって、人の経験や知見だけでは見出しきれなかっ

たアイデアや事業の組合せを、より速く網羅的に探索できる環境が整ってきて

います。当社のグローバルタレントマネジメントシステムである「Bloom」にお

いても、グローバルでプロフェッショナル人材の経験、実績、強みや専門性に

関するデータが継続的に蓄積・更新されています。そのデータを活用すること

で、従来は把握しきれなかった人材や知見の新たな組合せを発見し、最適な

チーム編成をより効率的に実現できるようになります。こうした取組みを通じ

て、当社の新規事業開発能力はさらに高まり、将来のCombinatory Valueの

創出を加速していきます。

　すでに、ヘルスケア×データ領域における医療と創薬業界の連携や、新燃

料と船舶の連携等、さまざまな分野での産業横断的な取組みが始まっていま

す。今後はこのような案件の「実現機会」と「価値創出によるインパクト」の双

方をさらに引き上げていきます。

＊ プロフェッショナル人材とAIの探索力が融合し、従来にない組合せにより飛躍的価値を生み出す、「総合力発揮」の進化形

中経2029では「当期利益1.4兆円超」「ROE13%超」という
2030年に向けた「あり姿」も示されています。
その背景を教えてください

　2030年のあり姿を示した理由は、将来の収益基盤となる骨太の長期大型

案件が着実に積み上がり、その成果が2030年以降に本格的に表れてくる見通

しが立ってきたからです。加えて、中経2029期間中に収益貢献を開始する案件

も着実に進展しており、足元から2030年に向けた成長の道筋をより具体的に

お示しできる段階になったと考えています。

　2030年はゴールではなく、さらにその先の成長に向けた一つの通過点です。

2030年以降に本格的な収益貢献が見込まれる大型案件のランプアップ効果

を踏まえると、「1.4兆円」には更なる成長余地があり1.4兆円「+」と表現して

います。1.4兆円及びROE13%は、さらに次の成長ステージに向けたスタート

ラインとして位置づけています。そのためにも、まずは中経2029の目標を着実

に達成し、その先の成長につなげていきます。

中経2029の資料では、あり姿を達成するための方策として
ミドルゲームと成長投資を示しています。
あらためてミドルゲームとは何か、聞かせてください

　ミドルゲームとは、既存事業の強化・効率化・ターンアラウンド等を通じて

継続的に事業価値向上を図る取組みであり、基礎収益力を引き上げるための

中核的な活動です。

　その本質は、経営環境の変化を見据え、半歩先に手を打つことにあります。

ミドルゲームにおいて鍵となるのは「Anticipation（先読み）」だと考えていま

す。将来起こりうる変化に感度高くアンテナを張りめぐらせ、先手を打つことで

事業価値を高めていく。そうすることで、成長の種を早く捉えることができるだ

けでなく、将来的なリスクや危機の回避にもつながります。

　また、ミドルゲームを徹底することは、保有事業の基礎収益力が向上するだ

けでなく、資産リサイクルのフェーズでは売却時の資産価値を高め、より多く

のキャッシュ創出にもつながります。こうした効果は当社にとって極めて大き

な経済価値を生み出します。

　さらに、重要なのは、ミドルゲームを着実に実践できる人材が、優れたM&A

の担い手になるということです。ミドルゲームで既存事業の価値向上に取り組

んできたからこそ、新規投資の際の目利きが良くなり、また、投資後も効果的

なバリューアップを行うことができるからです。ミドルゲームは既存事業を改善

することだけでなく、将来の成長投資やM&Aの成功確率を高めるための重要

な取組みであると考えています。

2030年に向けて金属資源、エネルギー分野の大型案件が
立ち上がっていきますが、今後どのようなポートフォリオバランス
を目指していくのでしょうか

　金属資源・エネルギー分野では、2030年に向けて大型案件の立ち上がりが

見込まれており、引き続き、当社の重要な収益基盤として位置づけています。

これらの事業については、地域分散を図りながら、長期にわたり生産を支える

豊富かつ品位の良い埋蔵量を有する競争力の高い資産を基盤に、収益の持続

性と再現性を高めていきます。

　一方で、当社が目指しているのは特定の事業領域に依存したポートフォリオ

ではありません。金属資源・エネルギー分野に加え、モビリティ、化学品を軸

とする素材分野、ヘルスケア等、各領域がそれぞれの強みを活かしながら成

長することで、当社ならではのポートフォリオを構築していきます。

　こうしたポートフォリオ経営を通じて、基礎収益力を全セグメントでバランス
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よく成長させていく考えです。同時に、市況上昇局面においては、金属資源・

エネルギー分野が収益拡大のアップサイドをもたらすことが期待されます。そ

して、地域軸（先進国・新興国）・事業軸の双方で分散の効いた、レジリエン

スの高いポートフォリオを目指していきます。

今後のROE向上や成長投資・株主還元のバランスを
どのように考えていますか

　ROE目標の達成には強くこだわっています。ミドルゲーム・成長投資による

収益力の強化と、株主還元を含む資本効率向上を両輪で進め、ROEの向上に

取り組んでいきます。また、昨今の不確実性の高い環境下においては、マネジ

メント・アロケーション＊を厚く確保し、経営の選択肢を幅広く持つことが重要

です。その上で、優良な成長投資を着実に実行するとともに、累進配当を継続

しながら、自己株式取得を含む追加の株主還元を機動的に実施することで、

継続的な1株あたりの価値向上を図っていきます。ステークホルダーの皆様と

は、経営環境の変化に応じて、丁寧にエンゲージメントを重ねていきます。

　また、足元の財務レバレッジ水準には余力があると認識しています。経営環

境を見極めながら適切に財務レバレッジを活用するとともに、多種多様な定

量・定性リスクを全社横断で一元的に把握し管理する、当社独自の統合リス

ク管理を徹底することで、ROE目標の達成を実現していきます。

＊ 将来機会に応じた成長投資・追加株主還元の選択肢

株主や投資家との対話を踏まえ、企業価値向上に向けて
どのような経営を目指していますか

　中経2026においても、計画策定時には市場のボラティリティを踏まえ、比較

的保守的な前提を置きました。そして都度、修正を加えながら目線を引き上げ、

成長を実現してきました。不確実性の高い経営環境をネガティブには捉えてい

ません。むしろ、経営環境の振れ幅が大きい時ほど当社の果たす社会的役割は

大きくなり、お客さまに新たな価値を提供できる機会も増えると考えています。

　当社は、事業の枠を超えたビジネスモデルと機動力を活かしながら、そうし

た機会を着実に取り込んでいきます。また、ミドルゲームを通じて既存事業の

価値向上を積み上げていくことで、中経2029で掲げた目標を確実に実現して

いきます。同時に、過去から培ってきた統合リスク管理を基盤としながら、各

事業領域で蓄積してきたDomain Expertise（専門知見）、テクノロジー、ロジ

スティクス、ファイナンス、人的資本等を組み合わせることで、お客さまの長期

的な実需に応える「不可欠なサービスの供給者」として社会に価値を提供し

ていきたいと考えています。

　また、そうした価値の提供を通じて、世界各地で顕在化するさまざまな希少

性に関わる課題に向き合い、社会に現実解を提供しながら企業価値の向上を

実現していきます。

持続的な成長を実現する上で、次世代の経営人材や
組織づくりをどのように考えていますか

　三井物産の社員とは「自律的に判断できるプロフェッショナル集団」であり、

志を同じくする社内外の仲間と共に事業を創り上げることができる人材です。

Independent Thinkerとして、自ら考え、判断し、行動できる人材であってほ

しいと考えています。

　加えて、地域特性を理解した人材であることも重要です。当社は地域軸と事

業軸の双方を持つグローバルマトリクス体制を敷いている組織であり、この両

軸で経験を積むことで、グローバルの有力パートナーとの関係を構築し、現地

に根差したビジネスを創出する力につながると考えています。

　その上で、専門性と経験に裏打ちされた現場起点のリーダーシップも重視

しており、それぞれの現場で培った経験をもとに自ら判断し、周囲を巻き込み

ながら事業やプロジェクトを牽引できる人材を育成していきたいと考えていま

す。一方で、主役として前に立つ力だけではなく、状況に応じて必要不可欠で

あるサポーター役を担う柔軟性や謙虚さも大切な要素です。

　こうした人材が事業や地域の枠を超えて協業することで、当社ならではの総

合力が発揮され、新たな価値創造につながると考えています。

2030年、そしてその先に向けて、
三井物産はどのような企業でありたいと考えていますか

　当社が目指すのは「Global First-Tier Company」です。日本発の企業とし

てのルーツを大切にしながら、グローバルでの存在感をさらに高めていきたい

と考えています。

　当社は50年先を見ても、その時々で事業ポートフォリオが変化し続ける企

業だと思います。しかし、根底にあるものは変わりません。私たちは常に、お

客さまの求めることに応え、お客さまのために価値を提供し続ける企業であり

たいと考えています。

　今後も、基礎収益力・収益性を高めながら、新たな事業やビジネスモデル

を生み出し、当社ならではの付加価値を絶えず創出しながら進化し続ける、ダ

イナミックな企業であり続けます。
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Mission

「ミドルゲーム」事例▶

三井物産の価値創造
三井物産は「世界中の未来をつくる」というMissionを掲げ、事業を通じてさまざまな社会課題の解決に貢献することで成長を続けています。
当社のグローバルかつ幅広い事業ポートフォリオは、新たな事業を「創る」、コア事業を「育てる」、そしてコア事業とその周辺事業を組み合わせた
事業群を形成し「展

ひろ

げる」ことで絶え間なく変革を続けています。
こうして蓄積された多様な事業・知見を掛け合わせることで、単独では生み出せない新たな価値（Combinatory Value）を創出しています。
当社は、このビジネスモデルと事業ポートフォリオを通じて、複雑化する社会課題に対して産業横断的な現実解を提供します。

展
ひろ

げる

育てる

創る

世界中の 
未来をつくる非線形のCombinatory Value

育てる・展
ひろ

げるフェーズを支えるミドルゲーム 

データ/AIを活用し、多様な事業・知見を産業横断的に結びつけ、
単独では生み出せない新たな価値を飛躍的に創出する

投資後も事業環境の変化を先読みしながら、高機能トレーディングや既存事業強化、赤字事業削減、
多軸のポートフォリオ・マネジメント、データ/AI活用による価値顕在化等を通じて、継続的な事業価値向上を図る取組み

価値創造を支える企業文化

挑戦と創造 自由闊達 人の三井
変化を恐れず挑戦し、

新たな価値を創造し続ける
多様な知見を掛け合わせ、

自由な発想と議論から価値を生み出す
強い「個」を尊重し、一人ひとりの挑戦が 

新たな価値創造を切り拓く
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負債は約5兆円と、過去最大規模に達しています。CFOとして、
当社が長年築き上げてきたリスク管理の考え方を継承しなが
ら、財務健全性を支える連結経営基盤の整備や内部統制の強化
をさらに進めるとともに、健全なリスクテイクを後押しし、企業
価値向上に取り組んでいきます。

中経2026の総括と、中経2029で目指す
戦略について教えてください

　中経2026の3年間においては、不確実性とボラティリティの高
い経営環境が常態化する中でも、5期連続で1兆円規模の基礎営
業キャッシュ・フローを実現し、当社の強固なキャッシュ創出力
をあらためて実証できました。
　また、既存事業の強化やターンアラウンド、成長投資の収益貢
献により、基礎収益力は着実に拡大し、2027年3月期は当社史上
最大となる1株あたり25円の増配を予定しています。さらに、2030

CFO就任にあたり、特に大切にしたい想いや
考えを聞かせてください

　入社以来、長年にわたり財務業務に携わってきました。当社
の財務業務には、取引金額の大きさに加え、市場と24時間向き
合う為替・金利ディーリング等、常に緊張感のある対応が求め
られる仕事もあります。こうした経験を通じ、多くの方々に支え
られて仕事ができていることを実感するとともに、一人ひとりの
バックグラウンドや置かれた状況を理解し、尊重し合うことが、
組織の持続的な成長につながると考えるようになりました。
　だからこそ、社内外を問わず仕事を通じて接する人の立場や
意見を尊重しながら、一人ひとりが自らの経験や能力等の強み
をもとに考えを率直に発言し、議論し合える自由闊達な企業風
土のより一層の醸成を図ることで、当社の「挑戦と創造」を支え
ていきたいと考えています。
　2026年3月期末時点で、当社の総資産は約20兆円、有利子

年以降の収益の大きな柱となる大型投資も実行し、充実した3年
間だったと評価しています。一方で、事業ごとの収益性・資本効
率のばらつきや赤字・低収益事業といった課題も明らかになって
おり、投資規律をより一層高める必要があると考えています。
　中経2029では、経営環境の変化に応じたキャピタル・アロ
ケーション（資本の最適配分）の実行と、ポートフォリオ管理の
強化が特に重要であると考えています。特に、ROEを重要指標
の中心に位置づけ、当期利益や基礎営業キャッシュ・フローに
加えて、ROIC（投下資本利益率）も重視していきます。

中経2029で掲げているROE12%という目標には、
どのような経営の意思が込められているのでしょうか

　ROE12％には、資本市場から求められるリターンを上回り続
けるという、明確な経営意思を込めています。2030年以降は大
型投資案件の収益貢献開始により、さらに高いROEを目指して
いますが、そこに至る道筋としてROE12%という目標を確実に
達成したいと考えています。そのためには、ターンアラウンドを
含む既存事業の基礎収益力向上、ポートフォリオの入替え等の
地道な取組みの積上げが必要です。
　また、ROE向上にあたっては、分子の当期利益の拡大と同時
に、分母である株主資本を適切に管理する必要があります。中
経2026においても増配や機動的な自己株式取得を実行してき
ましたが、中経2029では株主還元による株主資本の管理をより
意識して取り組んでいきます。
　加えて、ステークホルダーの皆様との対話も不可欠です。ポー
トフォリオ戦略や投資判断の透明性、各種KPIの進捗状況や資本
コストに対する考え方の共有を通じて、当社への理解を深めてい
ただくことが、企業価値の最大化につながると考えています。

強固な財務基盤を維持しつつ、
ダイナミックなキャピタル・アロケーションを実行し、
ROEの向上に取り組みます

代表取締役 常務執行役員
CFO（チーフ・フィナンシャル・オフィサー）

田
た

中
なか

 誠
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CFOメッセージ

事業の進化したミドルゲーム推進も含め、各事業のROICが加重
平均資本コスト（WACC）を安定的に上回る状態を目指し、更な
る事業ポートフォリオの良質化を進めていきます。
　ROIC導入後、ROICとWACCのスプレッド、すなわち経済付加
価値を持続的に創出できているかという観点も含めて事業を検
証し、保有継続の判断を行うことが浸透してきています。加えて、
中経2026を通じ、ROICの改善余地がある事業が明確になって
おり、今後は収益性・資本回転率の改善や投下資本の適正化
を一段と進めていきます。
　具体的には、赤字・低収益事業におけるターンアラウンド・
Exitの徹底を含む、進化したミドルゲームをこれまで以上にドラ
イブをかけて推進していきます。赤字・低収益事業については、
黒字化の可否だけでなく、将来的な成長性や当社ならではの価
値創出の可能性を総合的に評価し、保有意義を判断することが
重要です。当社の価値貢献により更なる成長が見込める事業に
ついては追加投資を行う一方で、そうでない事業に関してはExit
を検討するなど、メリハリのある経営を徹底していきます。こうし
たポートフォリオ経営を支える上で、CFO部門を含むコーポレー
トスタッフ部門各部の重要性は高まっており、機能発揮が一層求
められています。これに応えるべく、引き続き、多様なプロフェッ
ショナル人材の育成を進めていきます。

過去最大規模のバランスシートを踏まえた
財務健全性や財務戦略についても教えてください

　当社は過去から一貫して、「強固な財務基盤の維持」と「柔軟
なバランスシートマネジメント」の両立を重視しており、この方
針は変わりません。2025年は、豪州Rhodes Ridge鉄鉱石事業
の権益取得をはじめ大型投資を行いましたが、強固な財務基盤
があるからこそ、優位性のある成長投資を機動的に実行できま
した。また、事業ポートフォリオの多様化と再現性あるキャッシュ

中経2029の戦略として挙げられた、
キャピタル・アロケーションについて教えてください

　中経2029におけるキャピタル・アロケーションの基本的な考
え方は、「強固なキャッシュ創出力を基盤に、経営の選択肢を幅
広く持ち、経営環境の変化に応じて機動的に資金配分を行うこ
と」にあります。
　当社の安定したキャッシュ創出力は、成長投資・株主還元・
財務健全性のすべてを支える「源泉」であり、中経2029でも、こ
の強みを起点に資金配分を行っていきます。一方で、経営環境
の変化はその大きさ・速さが共に増しており、これまで以上に
将来の不確実性を前提とした経営が求められています。こうし
た環境下では、資金の使途をあらかじめ固定するのではなく、
投資や借入返済、株主還元等を適切なタイミングで実行できる
柔軟性を確保すること、つまり、経営の「選択肢」を常に確保す
ることが、より重要だと考えています。
　この「選択肢」を支える重要な仕組みの一つが、資産リサイク
ルの高度化です。当社はこれまでの取組みに加え、戦略的かつ
機動的なExit判断と、より収益性・成長性の高い領域への再投
資をさらに推進することで、ポートフォリオの質をより一層高め
ていきます。
　資産リサイクルの進捗や市況・金利動向といった外部環境、
そして成長投資候補となる案件に応じて、資金支出の規模やタ
イミングを機動的に見直すことができる柔軟性こそが、不確実性
の高い時代における競争力の源泉になると考えています。

事業ポートフォリオの強化に関して、
目指すポートフォリオの姿と、
どのように取り組むのかについて教えてください

　中経2026で実行した成長投資の収益貢献が始まる中、既存

創出力の向上を通じて、市況変動に対する耐性の高いポートフォ
リオ構築にも常に取り組んでいます。
　こうした規律ある財務戦略の成果が、格付の安定につながっ
ています。当社は、格付を客観的な視点から財務規律を検証す
る手段と位置づけており、格付機関との継続的な対話を通じて
財務戦略を検証しています。
　一方で、資本効率の観点からは一定の財務レバレッジが必要
と考えており、景気後退局面においても財務基盤が大きく損な
われない水準で財務レバレッジをコントロールしていきます。
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CFOメッセージ

等、より安定的かつ強靭なDebt Portfolioの構築を進めていま
す。加えて、長年にわたり築いてきた幅広い国内外金融機関と
の良好な関係も、安定的な資金アクセス等の観点から当社財務
戦略の重要な基盤となっています。

リスク管理にはどのように取り組んでいますか

　外部環境の不確実性が高まる中、リスクを全社的な視点で把
握し、経営判断に反映していくことが不可欠です。このような考
えのもと、当社は多種多様な定量・定性リスクを全社横断で一
元的に把握する「統合リスク管理」を推進しています。重要なリ
スクを特定し全社レベルで対応策を講じるこの取組みは、散在
するリスクの積み重ねが大きな損失につながることを防ぐととも
に、リスクを正しく理解し、成長機会獲得に向け、リスクの受容
可否を適切に選択できる基盤ともなっています。こうした事業を
取り巻くリスクも踏まえた経営判断が、全社、そして個々の事業
を経営する力の強化を支える重要な要素であると考えています。
　例えば、地政学的リスクについては、個別案件への対応に加
え、地域・国別の分散やサプライチェーンの多層化、カントリー
リスクの定期的な見直し等により、特定地域への依存を回避す
るポートフォリオ構築を進めています。
　財務戦略との接続という観点では、投融資や商事債権、保証
債務に含まれるリスクである「リスクアセット」を継続的にモニ
タリングし、全社としてのリスク量と耐性を可視化しています。
加えて、リスクに見合うリターンが得られているのか、という観
点に基づく経営管理の高度化も進めています。
　当社の強みは、多様な事業ポートフォリオそのものがリスク耐
性の向上につながっている点にあります。市況変動の影響を受
けやすい事業とそうでない事業を組み合わせるとともに、事業・
地域・時間軸の分散を図ることで、市況や景気変動に対する下
方耐性の高い収益構造を構築しています。

　適正な財務レバレッジを検討する上では、有利子負債の規模
だけでなく、Debt Portfolioの質を高めることも重要です。10年
超の長期借入を中心とした資金調達、返済期日の分散による流
動性リスクの低減、複数通貨・市場での調達による柔軟性確保

株主還元についても、考え方を教えてください

　強固なキャッシュ創出力に基づき、成長投資とのバランスもと
りながら、安定性と機動性の両立を図ることを株主還元におけ
る基本方針としています。還元水準は、当社では会計上の評価
損益等の影響を受ける当期利益ではなく、基礎営業キャッシュ・
フローを株主還元の基準としています。また、単年度ではなく3
年間累計として市況変動の影響等を平準化することにより、株
主還元の持続性と柔軟性も意識しています。中経2026では3年
間累計の基礎営業キャッシュ・フローに対する株主還元の割合
は、目標37%程度に対して53%超という水準を実現しました。
中経2029は、50％超を目標とし、配当及び自己株式取得を組み
合わせて還元するという明確なフレームを設定しています。
　配当に関しては、中経2029においても配当維持または増配を
行う累進配当を継続し、2027年3月期～ 2029年3月期で1株あた
りの年間配当140円を下限に設定しています。これは、中経2026
までの基礎収益力拡大及び今後の更なる伸長を踏まえ、短期的
な業績変動に左右されない安定的な株主還元を重視し、決定し
たものです。
　自己株式取得に関しては、資本効率向上等を目的とした機動
的な株主還元と位置づけています。投資機会との比較、株価水
準、資本効率改善への効果、資産リサイクルや市況・為替要因
でのアップサイドによる追加的なキャッシュ・イン等を総合的に
勘案し、金額や時期も含め機動的に判断していきます。
　今後も、累進配当により安定性を確保し、自己株式取得を組
み合わせながら、株主の皆様のご期待にお応えできるよう、取り
組んでいきます。
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当社は、世界中で展開する多様な事業や地域、人材の知見を結びつけることで、新たな価値を生み出してきました。近年は、こうした強みに加え、
各事業現場で蓄積されるデータやAIを活用することで、従来は見つけることが難しかった組合せや事業機会を発見できるようになっています。
例えば、ある事業で培った知見を別の事業や地域に展開したり、異なる分野のデータを掛け合わせて新たなサービスやソリューションを創出したりすることが可能になります。
当社は、プロフェッショナル人材の知見とAIの探索力を融合し、単なる足し算では説明できない飛躍的な価値を創出する「総合力発揮」の進化形として、

「非線形のCombinatory Value」の実現を目指しています。

データ/AI

プロフェッショナル人材

非線形の
Combinatory Value

蓄積した事業知見・ネットワークと、
データ/AIを掛け合わせ、新たな価値を創出

資源開発
産業現場でのデータ/

AI活用による事業価値最大化
地質・操業データと現場知見をAIで統合し、

投資判断・操業最適化を高度化

エネルギー
ガス・電力

バリューチェーン
天然ガスの開発から液化・輸送・発電・
電力供給までバリューチェーンを最適化

電力×デジタル
米国電力

垂直統合事業
電力トレーディング・事業開発知見を活かし、

データセンターの電力調達課題を解決、
計算力供給へ展開

トレーディング
Trading 2.0

AIで市場構造変化を先読みし、
新たな収益機会を創出

ヘルスケア
Pharma Innovation

ヘルスケアとデータを掛け合わせ、
新たな医療価値を創出

不動産
不動産取引・運営の知見とAIを融合し、

業務高度化・効率化を推進

金融
金融データとAIを活用し、

金融サービスの高度化を推進

グループ横断でデータ/AIを活用し意思決定を高度化

15事業本部 × 地域本部・ブロック × コーポレート
事業性・戦略性・リスクを多面的に検討し、価値創造につなげる

データドリブン経営

グローバルマトリクス体制

2030年、そしてその先へ

信頼とイノベーションで未来をつくる
中期経営計画2029

再現性ある
価値創出

非線形の
Combinatory
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・産業・地域横断のサプライチェーン構築
・パートナーとの連携を通じた大型案件組成

中経2026

中経2029
Vision 2030

注力領域 注力領域 注力領域

デジタル・ 
BPOサービス

ロボティクス デジタル金融 グリーン素材

・Rhodes Ridge開発
・銅AAS＊一体操業
・自動車・鉱山建設機械
・船舶・航空宇宙

・LNG事業・E&P
・低炭素アンモニア・メタノール
・電力安定供給
・インフラ・メンテナンス

・病院プラットフォーム（IHH）
・創薬支援
・食料バリューチェーン強化
・タンパク質事業地理的拡大 

モビリティ鉄鉱石・銅

コンシューマープラットフォーム アグリインプット

ヘルスケア×データ プロテイン
エコシステム

クリーンモレキュール 次世代燃料 電池バリューチェーン

ガス
バリューチェーン

デジタル・電力
バリューチェーン

中経2026からの
環境変化

・�市況変動・サプライチェーン混乱/再編
・�経済安全保障の高度化

地政学的リスク
・�食の需要拡大と難易度増す安定供給
・��食の多様化・ウェルネス意識の進化

ライフスタイル
・��サプライチェーンとビジネスモデルを 

根底から変えるイノベーション
・��AIの社会実装

新技術
・�揺れ動く脱炭素潮流と 

エネルギー安定供給・経済合理性

環境・エネルギー

Industrial Business 
Solutions 2.0

Global Energy
Transformation 2.0

Wellness Ecosystem
Creation 2.0

・�エネルギーバリューチェーン連携・知見融合、 
脱炭素の現実解提供

・�次世代燃料、AI関連事業強化

Global Energy
Transition

Wellness Ecosystem
Creation

・健康・医療・食を通じたエコシステム形成
・ライフスタイルの質向上につながる価値提供

強みある事業基盤とデータ/AIを掛け合わせ、
産業横断で新たな価値を創出

ガスや再生可能エネルギーを、LNG、電力、クリーンモレキュールへと
形を変え、バリューチェーン全体で価値を高める

ヘルスケアデータの活用とプロテインエコシステムの
進化を通じ、ウェルネス領域で新たな事業機会を創出

Industrial Business 
Solutions

中経2029では、中経2026で推進した3つの攻め筋をさらに進化させていきます。
複雑な社会課題やデジタル技術の進化を踏まえ、3つの攻め筋を2.0へと進化させ、信頼とイノベーションで未来をつくります。

中期経営計画2029
進化した3つの攻め筋

＊ Anglo American Sur

再現性ある
価値創出

非線形の
Combinatory

Value

2030年、そしてその先へ

信頼とイノベーションで未来をつくる
中期経営計画2029
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2029年3月期には、基礎営業キャッシュ・フロー 1.2兆円、当期利益1.1兆円、ROE12%を目標と
しています。株主還元については、中経2029期間（2027年3月期から2029年3月期の3年間）累計
で基礎営業キャッシュ・フローの50%超を予定しています。これらの目標の実現に向け、強固な基
礎収益力を基盤に、進化した3つの攻め筋2.0を通じた成長投資、既存事業強化、資産リサイクル
を組み合わせながら、持続的な成長を実現していきます。

中経2029では、成長投資、株主還元、資産リサイクルを組み合わせながら、持続的な成長を実現
していきます。キャッシュ・アウトには、既存事業強化投資、進化した3つの攻め筋2.0を中心とす
る成長投資、累進配当に基づく株主還元を織り込んでいます。また、マネジメント・アロケーショ
ンに柔軟性を持たせることで、不確実性の高い事業環境においても、優位性の高い成長投資や追
加株主還元を機動的に実行できるよう、経営としての選択肢を確保しています。

＊1 その他、調整・消去の表示は省略

中経2029定量目標 キャピタル・アロケーションの考え方

セグメント別 中経2029定量目標
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基礎営業キャッシュ・フロー

29/3期

1.2兆円

ROE

29/3期

12%

当期利益

29/3期

1.1兆円

株主還元
対基礎営業キャッシュ・フロー比

中経2029累計

50%超

セグメント 主な取組み

金属資源 鉄鉱石・銅・原料炭事業の良質化、生産拡大、優良機会の取込み

鉄鋼製品 既存事業良質化、グローバルトレーディング拡大、バリューチェーンの高度化

エネルギ－ 新規案件生産開始（天然ガス、次世代燃料他）、建設中案件開発、ボルトオン投資、LNG物流拡充

モビリティ・
デジタル・インフラ モビリティの事業基盤進化と新事業創出、デジタル・電力バリューチェーンの収益拡大

化学品 グローバルトレーディング拡大、フードサイエンス事業成長、既存事業良質化

ウェルネスエコシステム 病院事業の成長、ヘルスケア×データ事業創出、サービス事業の装置産業化推進、タンパク質事業拡大

イノベーション & 
コーポレートデベロップメント AI/DXソリューション・BPO事業、金融ソリューション、次世代ビジネス拡大

基礎営業キャッシュ・フロー＊1 当期利益＊1

中期経営計画2029 定量目標、キャピタル・アロケーション
再現性ある

価値創出

非線形の
Combinatory

Value

キャッシュ・イン キャッシュ・アウト

株主還元の割合目標は
基礎営業

キャッシュ・フローの
50％超

＊2 投資機会と経営環境を総合的に勘案し、成長投資と追加還元へ柔軟かつ戦略的に配分する資金の原資
＊3 2026年8月4日付で2,000億円の自己株式取得を決定
＊4 配当維持または増配

（億円）

50,000

IBS 2.0 GET 2.0 WEC 2.0

7,800 6,900 1,800

追加株主還元
累進配当＊4の考えに基づく追加配当と機動的な自己株式取得

優位性の高い成長投資
充実した投資パイプラインと高い投資規律による厳選

配当総額下限
11,900

成長投資
（投資決定済み）

9,700

既存事業強化投資
6,800

マネジメント・
アロケーション＊2

24,000
（ベースケース）

累進配当 中経2029期間中は
140円/株以上の累進配当を継続

基礎営業
キャッシュ・フロー

34,300

資産リサイクル
（計画算入済み）

13,100

機動的な
資産リサイクル

成長投資

追加還元＊3
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進化したミドルゲーム＊1、中経2026で実行した成長投資の収益化、及び
中経2029で推進する新たな成長投資を通じ、2030年に向けて当期利益
1.4兆円超、ROE13%超を目指します。2030年以降は、すでに投資決定
済みの大型案件による本格的な収益貢献に加え、競争力の高い優良資
源の開発や、ヘルスケア分野等で蓄積するデータ資源の高度活用を通じ、
更なる成長と価値創造を実現していきます。また、差別化された競争力、
変革を続ける収益基盤、強い「個」による価値創造をCorporate Strategy
として掲げ、進化した3つの攻め筋2.0を通じて、持続的な成長を実現して
いきます。

進化したミドルゲームを通じた既存事業の強化に加え、進化した3つの攻
め筋2.0に沿って、事業軸・地域軸・時間軸のバランスを意識した成長投
資を推進しています。成長投資案件には、投資後早期に収益貢献する案
件に加え、2030年3月期以降に本格的な収益貢献を見込む大型案件も含
まれており、収益基盤を段階的かつ継続的に強化していく計画です。成長
投資案件は、6兆円超の案件パイプラインの中から、戦略性やリスク・リ
ターン等を踏まえ厳選しています。不確実性の高い事業環境下において
も、競争優位性のある希少な投資機会を機動的かつ着実に捉えながら、
中経2026で投資決定した案件の収益化に加え、中経2029で推進する新
たな成長投資を通じ、持続的な利益成長を実現していきます。

2030年の先へ

成長投資による収益貢献

26/3期（実績）

�,���億円

�.�+兆円

あり姿

2030年の先へ
投資決定済み大型案件の本格収益貢献

2030年への道筋 当期利益拡大

ROE
��.�%

ROE

��+%

ミドルゲーム �,���+億円

成長投資
（中経2026） �,���+億円＊�

成長投資
（中経2029） �,���+億円中経2029

当期利益

＊1 �高機能トレーディングや既存事業強化、赤字事業削減、多軸のポートフォリオ・マネジメント、データ/AI 活用による
価値顕在化

IBS �.�

中経2026

● アルティウスリンク（BPO） 
● MPIC（フィリピンインフラ）
● KMMP（ペルー建設・鉱山機械）
● WMES（航空機エンジン）

● 中経2026期間中に投資を実行し、収益貢献を開始した案件
○中経2026期間中に投資を実行し、収益貢献前の案件 
○中経2029期間中に投資を予定している案件

（2026年8月4日時点）

● Waitsia Stage�
    （豪州天然ガス）
○Vaquero（米国シェールガス）
○米国太陽光発電
○ガスインフラ

○フードサイエンス
    （化学品・食料）

● インド大型再エネ
● 台湾洋上風力

○モビリティ

○金属資源
○Maraen Holdings 
   （英国鋼材加工・港湾事業）

○金属資源
○Ministers North（豪州鉄鉱石）

○金属資源
○Rhodes Ridge（豪州鉄鉱石） 

○UAE Ruwais LNG 
○ブロックB（ベトナム天然ガス）
○Blue Point（米国低炭素アンモニア）
○モザンビークLNG
○インドネシアタングーLNG拡張開発
○UAE低炭素アンモニア
○新潟洋上風力
○デジタルインフラ 

○化学品
○Tatonka
    （米国シェールガス）
○電力ソリューション

○GEMS（ポルトガル次世代燃料）
○SK���B（マレーシア原油）
○エネルギー

○流通
○CT Corp 
○ヘルスケア×データ

○食料 
○流通 

● エームサービス
    （施設フードサービス）
● IPSP（エクアドルエビ養殖）
● Sneha（インド鶏）

27/3期

28/3期

29/3期

30/3期以降

GET �.�

WEC �.�

収益貢献見込み時期
各案件について、収益貢献を見込む時期を示しています。

再現性ある
価値創出

非線形の
Combinatory

Value中期経営計画2029 2030年の「あり姿」

＊2 2026年3月期からのネットの増加利益
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中経2026期間中は、地政学的リスクの高まりやインフレ進行等、外部環境が大きく変化する3年間となりました。
そのような環境下においても、当社は機動的なポートフォリオ運営と既存事業強化・成長投資を着実に推進し、5期連続で1兆円規模の基礎営業キャッシュ・フローを創出しました。
また、既存事業の強化、効率化・ターンアラウンド、新規事業育成を通じて、基礎収益力は着実に拡大しました。
厳格な投資規律のもと成長投資と資産リサイクルを推進し、財務健全性を維持しながら、株主還元及び資本効率向上を実現しました。

中期経営計画2026で積み上げた成長基盤

中経2026期間の成長投資主要案件

西豪州ピルバラ地域に位置する、世
界最大級の未開発鉄鉱床案件。Rio 
Tintoと共同で開発を進め、既存イン
フラとのシナジーも活用しながら、
2030年までの生産開始を目指す。

ADNOC、bp、Shell、TotalEnergiesと
推進する、年間960万トン規模の大型
LNGプロジェクト。2028年の生産開
始を予定し、LNGの安定供給と低炭
素化の両立を目指す競争力ある案件。

CF Industries、JERAと共同で推進す
る、世界最大規模の低炭素アンモニ
ア製造事業。CCS＊3活用により製造
時CO2排出を95%以上削減し、2029
年の生産開始を予定。

基礎営業
キャッシュ・フロー

定量目標 中経2026実績

当期利益

ROE

株主還元の割合
対基礎営業キャッシュ・フロー

10,000億円
(26/3期)

9,200億円
(26/3期)

12%超
(中経2026平均)

37%程度
(中経2026期間累計)

9,789億円
3期累計：30,022億円

8,340億円

12.5%

53%超

定量目標と実績比較

＊1 各数値は概数表示のため、内訳の合計とは一致しません
＊2 機構改組前の旧セグメント名で表示しています

＊3 CCS（Carbon Capture and Sequestration）： 
二酸化炭素の回収・貯留技術

パートナー企業名 　◆ 金属資源　◆ 鉄鋼製品　◆ エネルギー　◆ 機械・インフラ　◆ 化学品　◆ 生活産業　◆ 次世代・機能推進

豪州
鉄鉱石Rhodes Ridge

アブダビ
Ruwais LNG

米国
低炭素アンモニアBlue Point

◆◆低炭素アンモニア
　　（Blue Point）

CF Industries
JERA

◆◆機能性食品素材
　　（Nutrinova）

Celanese

◆豪州鉄鉱石
　（Rhodes Ridge）

Rio Tinto
AMB

◆鋼材加工・港湾事業
　（MARAEN）

商船三井

◆アルミ製錬
　（Albras / Alunorte）

Norsk Hydro

◆コンタクトセンター
　（アルティウスリンク）

KDDI

◆建設・鉱山機械
　（KMMP）

コマツ

◆漢方薬
　（Eu Yan Sang）

ロート製薬

◆エビ養殖
IPSP◆タイガス火力

GULF

◆◆次世代燃料
Galp

◆LNG（Ruwais）
ADNOC

bp
Shell

TotalEnergies

◆ブロイラー
Sneha

基礎収益力拡大の取組み（24/3期～ 26/3期の3年間）

効率化・ターンアラウンド
＋430億円

ターンアラウンド
+220億円

・創薬支援ファンド
・インフラ
   （TIACT、ブラジルJirau）

・Novus
・モロッコブロイラー事業他

赤字事業の撤退
+210億円

・IPP
・モビリティ
・鉄鋼製品
・ICT関連
・化学品関連他

既存事業強化
＋830億円＊1

モビリティ
(船舶、米州自動車他)

+350億円強

次世代・機能推進＊2

(国内関係会社)
+200億円弱

化学品
(メタノール、タンクターミナル他)

+100億円強

生活産業＊2

(IHH他)
+100億円強

エネルギーソリューション
(MyPower他)

+100億円弱

新規事業
＋460億円

     Industrial Business Solutions
+約190億円

・FPSO（MV32、MV33）
・Komatsu-Mitsui Maquinarias Peru
・アルティウスリンク

Global Energy Transition
+約110億円

・タイガス火力
・台湾洋上風力
・インド大型再エネ

Wellness Ecosystem Creation
+約160億円

・エームサービス
・IPSP
・Wadi
・Nutrinova
・Euricom
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三井物産グループは、「世界中の未来をつくる」というMissionを掲げ、事業を通じてさまざまな社会課題に対する
産業横断的な現実解を提供することで成長を続けています。ステークホルダーの皆様に当社グループの取組みへの
ご理解を深めていただき、共に社会課題の解決に取り組んでいただくためにも、統合報告書/有価証券報告書/サス
テナビリティレポート/人的資本レポート等の各種開示物、及び決算情報や事業説明会等の投資家情報を通じた情
報開示の充実に努めています。また、当社はフェア・ディスクロージャーの観点を中心に投資家に対する開示の基
本原則＊を定めており、経営会議の下部組織として設置された開示委員会にて、重要な任意開示に関する原則・基
本方針の策定及び社内体制の整備にあたるとともに、法定開示や適時開示、重要な任意開示における情報の重要
性や開示内容の妥当性を判定・判断しています。

Our Reporting Approach

＊投資家に対する開示の基本原則
https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/management/ethics/

Contents

将来予測に関する注意事項
本統合報告書にて開示しているデータや将来予測は、発行日

（2026年9月）現在の判断や入手している情報に基づくもの
で、既知及び未知のリスクや不確実性及びその他の要素を
内包しており、これらの目標や予想の達成、及び将来の業績
を保証するものではありません。したがいまして、本情報及
び資料の利用は、他の方法により入手された情報とも照合
確認し、利用者の判断によって行っていただきますようお願
いします。本資料利用の結果生じた、いかなる損害について
も、当社は一切責任を負いません。

報告対象範囲
対象期間：2025年4月1日～ 2026年3月31日 
	 （一部、対象期間以前・以後の活動内容を含みます）
対象組織：三井物産グループ
	 （三井物産単体及び連結子会社）

参考としたガイドライン
• IFRS財団の「国際統合報告フレームワーク」
• 経済産業省「価値協創ガイダンス」
• GRI（Global Reporting Initiative）
  「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
• ISO26000（「社会的責任に関する手引」）
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Gate 2　財務・ポートフォリオ戦略
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28	 財務戦略
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企業価値ストーリー
中長期的な価値創造ストーリーや戦略、財務・非財務の統合的な情報を、

ステークホルダーの皆様に分かりやすくお伝えします

統合報告書

投資家の皆様との対話を支える情報
経営戦略や業績、成長ドライバーを、よりタイムリーかつ具体的にお伝えします

中期経営計画  決算情報・決算説明会  インベスターデイ

事業説明会  適時開示案件説明会  個人投資家向け説明会

情報開示の全体構造

テーマ別・機能別の詳細情報
重要テーマごとの取組みや実績を、詳細に開示します

サステナビリティに関する考え方、
取組み、データを包括的に開示

サステナビリティレポート

人材戦略・人的資本投資・人的資本の状況を開示

人的資本レポート 人材マネジメント
ウェブサイト

コーポレート・ガバナンスに関する
取組みを詳細に開示

コーポレート・ガバナンス
報告書

法定開示情報
法令等に基づく開示や、株主・投資家の皆様に必要な情報を網羅的に開示します

財務状況・事業等の状況を詳細に開示する
法定開示書類

有価証券報告書

株主総会の開催情報や
議案の詳細を開示

株主総会招集通知
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